
事 務 連 絡 

令和８年８月 27日 

 

各都道府県 こどもの居場所づくり所管部局 御中 

                     

こども家庭庁成育局成育環境課 

 

令和８年熊本地震において被災したこどもの居場所づくりに対する支援事業の実施に

ついて（周知） 

 

平素より、こども政策の推進に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

この度、令和８年熊本地震により被災したこどもの心の負担軽減や回復等を目的とし

て、遊び場や学習のためのスペースを含め、こどもが安心・安全に過ごすことができる

居場所の設置や運営に取り組む民間団体等や、こうした取組をサポートする中間支援団

体等の取組を支援する事業を実施することとなりましたので、下記の通りお知らせいた

します。 

各都道府県におかれては、管内の市区町村に本事務連絡を周知いただきますよう、お

願いいたします。 

また、今後、必要に応じて、本事業に関する通知を別途発出いたしますので、あらか

じめ御承知おきください。 

 

記 
 

今般、令和８年度当初予算に計上している既存予算（「こどもの居場所づくりコーデ

ィネーター配置等支援事業」）を活用し、被災したこどもの居場所づくりに対する財政

支援を行う事業を実施します。 

県及び市区町村による事業の他、被災したこどもの居場所づくりを行う NPO法人や社

会福祉法人等民間団体の取組や、中間支援の活動を補助対象としておりますので、内容

についてご認識いただくとともに、活用を促してください。 

その際、災害対応中の市区町村の事務負担軽減の観点から、被災したこどもの居場所

づくりを行う民間団体は、熊本県と連携して直接国に補助申請できるようにしています。

詳細については、以下にお示しする添付文書等をご確認ください。 
 
 

 



番号 Ｑ Ａ 

1. 本事業では補助基準額が「１

カ所当たり 5,000 千円（上

限）」とされていますが、事業

の実施場所が何カ所あるのか

について、どのようにカウン

トしたらよいのか教えてくだ

さい。 

一定期間定常的に居場所を運営する場合に、

実施場所毎に１カ所とカウントすることを想

定しています。（同一施設内において実施する

場合等はまとめて 1カ所とカウントします。） 

複数個所で実施する場合で、１カ所毎に案分

すると 30万円に満たない場合は、まとめて１

事業とし、１カ所とカウントして差し支えあ

りません。（例. イベント等で、避難所等を複

数カ所回りながら実施する場合） 

2. どのような費目に活用するこ

とができますか。例えば、本事

業はハードの支援に活用でき

ますか。 

建物内部の修繕や、備品の購入は活用できま

す。（建物の新設や改築などは対象外ですので

ご留意ください。） 

その他費目については、交付要綱中の対象経

費をご確認ください。 

3． こども家庭庁に直接申請でき

ますか。 

申請先はこども家庭庁です。ただし、申請内

容は熊本県にご確認いただき、熊本県にとり

まとめていただいてから国にご申請いただく

ことになりますので、本事業の活用をご検討

いただいている基礎自治体や事業者の方々

は、県の担当課にご連絡をお願いします。 

 

【連絡先】 

熊本県庁健康福祉部子ども未来課子育て支援

企画班 

電話：096-333-2225 

4． いつ時点の取組から補助対象

となりますか。 

令和８年７月 28日（発災日）の取組から遡及

適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

  



添付文書 

 こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支援事業（被災したこどもの

居場所づくりに対する支援）実施要綱 改正全文 

 こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支援事業（被災したこどもの

居場所づくりに対する支援）実施要綱 新旧対照表 

 こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支援事業（被災したこどもの

居場所づくりに対する支援）交付要綱 改正全文 

 こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支援事業（被災したこどもの

居場所づくりに対する支援）交付要綱 新旧対照表 

 応募時の提出様式 

※ 関係様式を添付していますが、申請時には以下の書類がそろっているか

ご確認ください。 

 様式２ 鑑文（Wordファイル） 

 様式２－１ 所要額調書（Excelファイル） 

 様式２－２ 内訳書（Excel ファイル） 

 様式２－２ 別添 事業実施計画書（Excelファイル） 

 

（参考）応募時のチェックリスト 

資料名 チェック項目 

様式２ 鑑文 ・ 事業の総額を入力している。 

・ 歳入歳出予算（見込）書抄本等、必要な

書類を添付している。 

様式２－１ 所要額調書 ・ Ａ・Ｂ・Ｄ・Ｅ欄のすべてに、該当する

金額を入力している。 

様式２－２ 内訳書 ・ Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ欄のすべてに入力できて

いる。 

・ 寄付金等による収入がある場合は、Ｆ・

Ｇ・Ｈ欄に入力している。 

・ Ｃ欄の合計金額欄に入力されている金額

は、様式２－１のＤ欄に入力されたもの

と一致している。 

・ Ｇ欄の合計金額欄に入力されている金額

は、様式２－１のＢ欄に入力されたもの

と一致している。 

様式２－２ 別添 事業実施計画書 ・ ①から⑥の全ての項目に、本事業の内容

が伝わるように入力している。 



 

 

以上 
  

【連絡先】 
 こども家庭庁成育局成育環境課 
 担当：佃、大山、兒玉 
 電話：03-6861-0229 
 Email: seiikukankyou.ibasho@cfa.go.jp 
 



（参考：実施事業概要） 

 


